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抄録 

本論文は，WHOとEUに焦点をあてて国際社会における保健，公衆衛生のグローバル・ガバナン

ス——問題管理のありよう，多様な行為主体による国際問題管理のありよう——を検討するもの

である．COVID-19感染拡大にともないWHOが批判されたが，条約や憲章に基づいて運営される国

際機構には，構成国に対して発揮することができる権限，そして予算にはそもそも制限がある．

それゆえ，国際機構やNGOといった多様な非国家行為主体によって支えられるグローバル・ガバ

ナンスが成立する訳だが，本論文はそのガバナンスにおける国際機構の取り組みを検討する． 

検討の結果，健康を多面的にそして権利だと捉えて取り組みを発展させてきたWHOの「平時」

の取り組みとは裏腹に，「有事」の新興（未知の）越境感染症対策においては，21世紀以降のグロ

ーバル化の様相とグローバル経済における中国の位置づけを踏まえずに，「貿易（人の移動と交易

の自由）か防疫か」という二択の論理を旧態依然として維持していることが判明した．EUについ

ての検討を通じても，WHOの検討と同様，「平時」の取り組みが発展してきたこととは裏腹に「有

事」とりわけ「域外」からの新興越境感染症対策において脆弱さが見られた．人，モノ，サービ

ス，資本の自由移動を掲げるEUにとって，防疫による人の移動ならびに貿易への影響は最小限に

とどめたかったところだが，「域外」から流入した感染症に対しては脆弱で大きな打撃を受け，復

興には多大な費用と労力，経済成長，そして加盟国間の結束が必要になる． 

いずれのケースでも脆弱性が見られた「有事」の取り組みについては，構成国が承認してい

て，それゆえ本来なら遵守すべき条約（EUの場合は二次法）が関わっている．新興越境感染症対

策を改善するのであれば，こうした条約や法の改善ならびに構成国による遵守（コンプライアン

ス）が急務であり，国際機構はもとより構成国の意思と遵守，コミットメントがより問われる． 

 

１． はじめに 

 本論文は，WHO と EU に焦点をあてて，国際社

会における保健衛生，公衆衛生のグローバル・ガ

バナンス——問題管理のありよう，多様な行為主

体による国際問題管理のありよう——における国

際機構の取り組みを検討，評価するものである． 

 COVID-19（新型コロナ・ウイルス）が世界的に

流行したことにより，世界の保健と公衆衛生を所

管する WHO（世界保健機関）への批判が強まった．

トランプ元米大統領はWHOからの脱退を表明し，

モリソン豪首相は初期対応にかかる独立検証と

WHO の改革とを求めた． 

 もちろん，多くの感染者や被害が出た COVID-19

の感染拡大をどのようにしたら防げていたかとい

う検証は不可欠である．ただ，検証にあたって国

際機構に元々大きな権限と財源とがあるような想

定をすると，いわば「吊るし上げ」のような議論に

なりかねない． 
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 国際機構は設立条約や憲章にて定められた権限

と所管範囲において業務を遂行するが，その条約

や憲章は構成国の承認の上に成立している．その

ため，国際機構に加盟国に対する究極的な強制力

が備わっていることはまずない．財源についても，

国際的な租税システムがない現在，必然的に構成

国による拠出に負うところが大きい．そもそも，

この政策領域が国際機構や NGO などといった非

国家（政府）行為主体による活動がさかんな政策

領域──そのようなありようを国際政治上，学術

的には「グローバル・ガバナンス」あるいは「（世

界）政府なき統治（governance without government）」

と呼ぶが──であるならば，そこには国家に対す

る強制がはたらき得ない事情があり，国際機構は

その事情に起因する制約のなかで活動し，グロー

バル・ガバナンスの維持に一定の役割を果たして

いる． 

 この領域における問題管理のありようはいかな

るものだったか．具体的には，なぜそしてどのよ

うに国際機構を中心とした非国家行為主体を巻き

込む問題管理がなされていたのか．そして今回の

感染拡大は，そうした問題管理のどこに綻びがあ

ったのか．特定のしくみのみ改善すればよいこと

なのか，それともこれまで構築・維持してきた問

題管理のありよう全体に手をつけなければならな

いのか． 

 以上のような問題意識から，本論文は国際機構

による公衆衛生への取り組みを考察する．考察対

象には，WHO だけではなく，一部政策領域におい

て加盟国の主権を委譲して共通の課題に取り組む

EU（ヨーロッパ連合）も選定する．全世界に加盟

が開かれている WHO とヨーロッパの国々が加盟

する EU とでは当然構成国の数そしてプロフィー

ル──とりわけ先進国が多いか，途上国が多いか

──に相違がある．また，EU は域内で人，モノ，

サービス，資本の自由移動を進めており，今回の

COVID-19 に限らず越境感染症対策で常に焦点に

なった「防疫かそれとも人の移動，貿易か？」とい

ったジレンマに直面した．構成国の数，プロフィ

ール，移動の自由を促すといった点で，WHO のミ

ニ・ケースあるいは比較対象として EU は好材料

であるため，本論文では WHO と EU の双方を取

り扱う．次節ではまずWHOの取り組みを概観し，

第 3 節では EU の取り組みを概観する． 

 

２． WHO の取り組み 

2.1. WHO 発足前夜：公衆衛生問題の国際化と

国際会議による取り組み 

COVID-19 に限らず，人類はたびたび感染症の拡

大にみまわれた．いつの時代も感染症は人の移動

にともなって国境を越えたが，大航海時代の航路

発見によって「世界」が広がると，それ以降は，現

代に比べて移動・輸送手段と能力が限られていた

にもかかわらず，感染症は世界各地に拡大した． 

 産業革命を境にヨーロッパ諸国では都市化が進

み，不衛生な都市環境が感染症拡大を引き起こし，

政府は公衆衛生上の対策に追われた[1]．そのうえ，

原料や製品の輸出入のために他国，とりわけ植民

地とそれまで以上に通商するようになると，感染

症は国境を越えて拡大した．ペストはアジアから

ヨーロッパへ流入し，18 世紀後半まで猛威をふる

った．コレラは 19 世紀にもたびたび大流行し，ヨ

ーロッパ諸国そして関係国─―通商相手や船舶の

寄港地―─に拡大した．戦争も感染症を拡大させ

た．ギリシャ独立戦争時のロシア=トルコ戦争

（1828-29）やクリミア戦争（1853-56）ではコレラ

が拡大し，第一次世界大戦（1914-18）においては

マラリアそしてスペインかぜ（インフルエンザ）

が猛威をふるった[2]．このように，元々は特定地域

の風土病であることが多かった感染症は，都市化，

交易発展そして戦争による人や物の移動を通じて

国境を越えた． 

 そのようななか，19 世紀前半のコレラの世界的

な流行を契機に，国境を越えた公衆衛生すなわち

感染症対策のために，1851 年にパリで国際衛生会

議が開催された．当時，地中海に面した諸国は，感

染症を運んでくると目される船舶，とりわけ植民

地と本国を往来するイギリス関連船舶に対する検

疫の強化を希望した．他方，イギリスにとって検

疫強化は，航行・通商の自由への制約と経済への

打撃とを意味した．そこで，地中海に面する，ある

いは地中海を利用するイギリスやフランス，ロシ

ア，スペイン，ギリシャ，トルコなど 12 カ国が会

合して，統一された検疫制度の創設を話し合おう

としたのである．ただ，寄港地を有しておりそれ

ゆえ防疫を望む立場と交易を重視する立場の隔た

りを埋めることができず，国際協定の発効には至

らなかった[3]． 

 国際衛生会議は第二次世界大戦前まで 14 回開

催され，船舶の入港，（出港国が出発地の流行病の
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有無を証明する）健康証明書発行の義務づけ，検

疫措置の場所や対象，期間などが話し合われた．

とりわけスエズ運河の開通（1869 年）は，ヨーロ

ッパとアジアを結ぶ航行ルートに大きな変化を生

じさせたため，それに合わせた防疫の強化が求め

られたが，イギリスはこれに難色を示した．ただ，

医学の発展によりイギリス船舶による航行が少な

からず感染拡大に影響していることが確認される

と，スエズをはじめ感染症伝播のおそれのある地

点にかかる検疫やその費用拠出についての合意な

ど，一定の防疫措置が採用されるに至った[4]．防疫

と貿易（通商上の航行の自由）のどちらに重きを

おくかという葛藤は，ヨーロッパ諸国，植民地，寄

港地という狭い「世界」だとはいえ，この時からす

でに存在していたのである． 

 それでも 1892 年に開催された国際衛生会議で

はコレラを対象にした国際衛生協定が，1897 年の

会議ではペストを対象にした協定が採択された．

1903 年にパリで開催された国際衛生会議ではコレ

ラとペストにかかる取り決めを合わせる形で国際

衛生規約が締結され，16 ヵ国が批准した[5]．国際

衛生規約は，コレラ，ペスト，後に黄熱病を対象に

して，それらの感染症発生時に互いに通知し検疫

を行うことや，商品の消毒，港湾そして陸上にて

実施される措置，巡礼者にかかる取り決め，違反

の場合の罰金などについて定めた．また，この規

約に基づいて，1907 年には国際公衆衛生事務局

（OIHP: Office International d’Hygiène Publique）が

設立された[6]． 

 第一次世界大戦後に設立された国際連盟は，そ

の連盟規約において人道的，社会的，経済的任務

を定め，そこで疾病の予防および撲滅を掲げてい

た（第 23 条）．そのため，当時東欧で流行したチ

フスに対して感染症委員会を設置して赤十字社

（赤十字社連盟）と連携して取り組み，その後 1923

年には国際連盟の一組織として国際連盟保健機関

（LNHO: League of Nations Health Organization）を

設立した．LNHO は健康を疾病の有無にかかわり

なく広義に解釈したため，OIHP 設立までに話し合

われたような先進国とその交易相手，そして寄港

地を対象にした感染症対策，感染症情報収集なら

びに周知だけでなく，途上国（植民地）における感

染症対策と予防，低栄養問題，公衆衛生設備の整

備，血清やビタミンなどの国際標準化などに取り

組んだ．ただ，LNHO だけでなくヨーロッパ諸国

を中心に設立された OIHP も活動していたこと，

そして LNHO があくまで国際連盟理事会の意思決

定下で活動可能だったことには，注意を要する[7]． 

 

2.2. WHO の発足：欧米中心から世界へ 

 1941 年以降，連合国が会合を重ねる過程で物資

調達と復興とが取り上げられ，1943 年 11 月には

連合国救済復興機関（UNRRA: United Nations Relief 

and Rehabilitation Administration）が設立された．

UNRRA は必要物資の供給，公衆衛生，農業，強制

移動をさせられた人々の帰還事業，産業復興など

にあたり，公衆衛生分野では伝染病対策や国際的

な衛生協定の管理だけでなく，必要不可欠な医療

品の提供，政府の保健サービスの再構築・改善の

支援，難民帰還事業における伝染病対策に取り組

んだ[8]． 

 サンフランシスコ会議（1945 年 4 月〜6 月）で

は国際連合憲章が採択されたが，憲章には国際連

合が経済，社会だけでなく保健問題にも取り組む

ことが明記された（第 9 章「経済および社会的国

際協力」第 55 条）．翌 46 年には OIHP や LNHO を

組み込む形で新たな保健機関を創設することが検

討され[9]，このとき起草された WHO（世界保健機

関）憲章が同年 7 月に 61 カ国によって署名され，

発効条件であった国連加盟国 26 カ国の批准を経

て 1948 年 4 月に発効，WHO が発足した．「世界」

保健機関という名の通り，国連加盟国だけでなく

憲章に署名した国すべてに加盟の道が開かれてお

り，2019 年 4 月現在，194 の国と地域そして 2 つ

の準加盟地域が参加している．WHO はアフリカ，

アメリカ，南東アジア，ヨーロッパ，東地中海，西

太平洋の 6 地域に地域事務局を設けて，諸課題に

取り組んでいる[10]． 

 WHO 憲章は，健康を単に病気にかからないとい

う状態にとどまらず身体的，精神的，社会的にも

良い（well-being）状態だと定義している．そのた

め，その活動分野は必然的に多岐にわたり，主な

ものだけでも（ア）国際保健事業の指導かつ調整，

（イ）加盟国への技術協力，支援や助言，（ウ）国

際保健事項に関する条約や規則，規則などの提案

と制定，（エ）感染症およびその他の疾病の撲滅事

業推進，（オ）他の専門機関と協力して取り組む栄

養や住宅，衛生，レクリエーション，経済上または

労働上の条件および環境衛生状態の改善，（カ）母

子の健康や福祉の増進，（キ）疫学的および統計的
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事業を含む行政的・技術的事業，（ク）保健分野の

研究促進や指導，（ケ）医療関係者の訓練，（コ）公

衆衛生業務に関する国際用語表の作成や診断方法

の標準化，（サ）生物学的製剤および類似の医薬品

や食品に関する国際的基準の発展と向上，（シ）メ

ンタル・ヘルス分野における活動，などがある[11]． 

 WHO の特徴は，世界に参加の門戸を開いたこと

や多岐にわたる業務内容にとどまらない．WHO 憲

章第 69 条から第 71 条では，他の専門機関，他の

政府間機関，非政府の国際団体，そして国内の政

府組織あるいは非政府組織との協議や協力が可能

だと定めている．1948 年に開催された第 1 回世界

保健総会（WHO の定例総会）では，FAO（国際連

合食糧農業機関）や ILO（国際労働機関），UNESCO

（国際連合教育科学文化機関）と協力関係を築く

ことが承認され，1950 年の世界保健総会では非政

府組織との協力関係を築く基準や協力方法，手続

きが定められた．そうした取り組みや提携関係の

広さは，財政面でも確認することができる．WHO

の予算（2018-2019 年の 2 年間）は 44 億 2200 万ド

ルと，国連の 2018 年，2019 年分の通常予算がそれ

ぞれ 24 億 8730 万ドル，28 億 4900 万ドルである

ことを考慮するとそれなりに規模が大きい．また，

予算は加盟国による割当拠出のみで賄われておら

ず，歳入の 4 分の 3 が国や他のパートナーによる

自主的拠出で占められ，テーマ別（指定）の資金提

供も受けている[12]． 

 WHO の活動対象国も，「世界」，つまり連合国や

国際連合の原加盟国だけでなく途上国へと拡がっ

た．たとえば，UNICEF（国連児童基金）は 1946 年

以降，UNRRA の活動を期限つきで引き継いで戦災

国の緊急援助や母子保健に取り組んだが，途上国

に対しても支援をするように求める声が高まり，

1953 年に開催された国連総会において恒久機関と

なることが全会一致で決められた．それ以降，

WHO と UNICEF は子どもの保健分野で協働する

ようになった．また，FAO や UNECSO などととも

に WHO が参加した国連技術援助計画は，1950 年

代以降に途上国を支援するようになり，組織とし

ては後の国連開発計画（UNDP）へと結実した．

WHO は 1960 年代に設立された世界食糧計画

（WFP）や国連人口基金（UNFPA）とも協力して

途上国支援にあたった[13]．1977 年の世界保健総会

では「2000 年までに全ての人に健康を」というス

ローガンが採択され，翌年に WHO と UNICEF は

「プライマリ・ヘルスケア」概念を表明し（アルマ

アタ宣言），より住民に根ざしたところでのケアを，

また，治療だけでなく予防も重視する方針を打ち

出した[14]．一連の過程で WHO は，途上国におけ

る飲料水提供，予防接種，家族計画，公衆衛生制度

への助言といった分野に取り組んだ． 

 2000 年に発表された MDGs（ミレニアム開発目

標）では，WHO などが取り組んできた領域が 8 つ

の目標のうち 4 つに関わり（詳細については後述

する），世界のさらなる取り組みを促した．2005 年

の世界保健総会では，誰もが支払い可能で質の高

い保健医療サービスを受けることができるように

と「ユニバーサル・ヘルス・カバレッジ（UHC）」

概念を提唱した．2015 年に MDGs を引き継いだ

SDGs（持続可能な開発目標）では，その目標 3 に

て「あらゆる年齢のすべての人々の健康的な生活

を確保し，福祉を促進する」が掲げられ，UHC の

達成が提唱されている[15]． 

 

2.3. 既知の感染症や疾病への取り組み 

 上記のような経緯で，WHO の取り組みには途上

国の医療体制や健康・栄養状態，公衆衛生を改善

するものが多くなった．とりわけ途上国は既知の

感染症にも脆弱であるため，WHO はモニタリング

とワクチン開発，予防接種計画，新薬支援，保健医

療衛生制度の整備，感染経路遮断などで構成され

る根絶プログラムを，それぞれの感染症において

進めた． 

 プログラムを進めるにあたっては，広いネット

ワークと大きな資金が必要である．当然，WHO は

単独で根絶プログラムを進めた訳ではなく，他の

アクターと連携して取り組んだ．たとえばポリオ

根絶にあたっては，1988 年の世界保健総会でのポ

リオ根絶決議によって根絶プログラムを開始した

が，プログラムでは UNICEF や国際ロータリー，

アメリカ疾病予防管理センター（CDC）が参加す

る「世界ポリオ根絶イニシアティブ（GPEI）」を形

成して取り組んだ．これには，ビル＆メリンダ・ゲ

イツ財団そしてGaviワクチンアライアンスも参加

した[16]．その結果，西太平洋地域（2000 年），ヨー

ロッパ地域（2002 年），東南アジア地域（2014 年）

で根絶が宣言され，2020 年にはアフリカ地域にお

いても野生株ポリオの根絶が確認され，新規感染

が確認されているのはアフガニスタンとパキスタ

ンのみとなった[17]．同様に根絶された感染症とし
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て，天然痘（1980 年 5 月根絶宣言）がある． 

 一方で，現在も取り組みが続いている感染症も

ある．たとえばマラリアは，蚊という媒介が存在

するため，いまだに根絶には至っていない．1953

年に開催された世界保健総会では，アメリカの後

押しでマラリア根絶プログラムが採択されたもの

の，対策の柱の一つであった殺虫剤散布の問題や

殺虫剤耐性をもつ蚊の出現により根絶は難航し[18]，

感染数の減少ペースは早いとはいえない．WHO に

よれば，2019 年時点でいまだに 2 億 2900 万の感

染者，40 万人以上の死者があり，うち 9 割以上が

アフリカで報告されている[19]． 

 ただ，ブルントラント WHO 事務局長（当時）は

1998 年に WHO，UNICEF，UNDP，世界銀行とと

もに「ロールバック・マラリア・パートナーシッ

プ」を設立，援助機関，NGO，地域社会組織，財

団，研究機関などが参加して連携・調整された形

でマラリア患者と死者の減少に取り組むことがで

きるようにした．MDGs の目標 6 には HIV/AIDS，

マラリア，その他の疾病の蔓延防止が明記され，

2002 年 1 月には「世界エイズ・結核・マラリア対

策基金（グローバル・ファンド）」が創設され，ビ

ル＆メリンダ・ゲイツ財団（2007 年〜）やブッシ

ュ米大統領による「大統領マラリア・イニシアテ

ィブ」（2005 年）といった個人による取り組みもマ

ラリア対策に向けられた[20]．2015 年に開催された

世界保健総会では 2030 年までに患者発生率を少

なくとも 90%減少させること，死亡率を 90%減少

させること，少なくとも 35 カ国でマラリアを排除

すること，非流行国で再発生を防ぐことを目標に

掲げている[21]． 

 他にも，ポリオやマラリアのようには知られて

はいないが熱帯地域に住む人々を危険にさらして

いる疾病である「顧みられない熱帯病（NTDs: 

Neglected Tropical Diseases）」への取り組みも進ん

でいる．2011 年には WHO が取り組みを加速させ

るためのロードマップを作成し，翌年 1 月には製

薬会社やアメリカ，イギリス，アラブ首長国連邦

の各政府，ビル＆メリンダ・ゲイツ財団，世界銀行

などが，2020 年までの NTDs 撲滅・抑制に向けて

協調して取り組む「NTDs に関するロンドン宣言」

を採択した．SDGs では 2030 年までに NTDs の流

行を終わらせることが表明されているため，今後

研究・技術面での協力と医薬品へのアクセス対策

が進むことが想定される[22]． 

 2.4. たばこ，アルコール，がん，HIV/AIDS な

どへの取り組み 

 WHO の「健康」の定義にしたがえば，非感染性

疾患，生活習慣病も人の生活の質（QOL）に影響

を与える．個人や家族には，治療費負担や家計へ

の影響，仕事を継続できるかどうかなどといった

心配が生まれる．一方，地域や国には，労働力を失

う，保健関連支出の増大といった影響が出る．そ

うした影響は先進国よりも途上国に，先進国内で

はより豊かではない地域に打撃を与えることから，

WHO はこうした分野にも取り組んでいる． 

 たばこは，呼吸器や循環器疾患，がんの原因に

なるだけでなく受動喫煙者にも同様の影響を与え

る．そのため，1970 年代以降，度々規制をめぐる

議論が取りざたされたが，たばこ産業の抵抗が強

かった[23]．業界団体や政府との交渉，攻防の末，

ブルントラント事務局長時代の 2003年 5月に開催

された世界保健総会で，たばこの規制に関する世

界保健機関枠組条約が全会一致で採択された．条

約を背景にWHOは受動喫煙防止措置（公共施設，

屋内施設の禁煙化），ラベル表示や包装の定め，と

りわけパッケージの主要 2 面への警告文掲載要請，

需要減少のための価格や課税設定，未成年者への

販売禁止，禁煙治療の普及，たばこ関連労働者の

転業支援を掲げ，加盟国に対してガイドラインや

情報を提供した[24]． 

 たばこと同様に取り組みが求められ，重視され

ているのが，アルコールの有害使用である．アル

コールの有害使用は本人の健康を害するだけでな

く，交通事故や暴力も引き起こすと報告されてい

る．2018 年の WHO の報告によれば，アルコール

の有害使用により 300 万人以上が死亡，全死亡原

因の 5%強を占めたという[25]．ただ，自主規制を望

む大手酒類メーカーなどの意向もあり，たばこ同

様の条約の策定には至らなかった．2010 年に開催

された世界保健総会では，「アルコールの有害な使

用を低減するための世界戦略」が策定された．戦

略には，販売時間や場所の制限，広告の制限，課

税，保健医療サービスの対応，地域社会の活動，飲

酒運転対策，アルコール飲料のマーケティングや

価格設定，入手可能性制限といった行動指針（政

策や取り組みのオプション）が定められ，加盟国

はそこから自国の事情に合わせて取り組みを選ぶ

ことになった[26]． 

 がんに対する取り組みも進んでいる．がんは
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WHO によれば死因の第 2 位であり，2018 年には

960 万人ががんによって亡くなったという[27]．患

者，家族ひいてはコミュニティには身体的，心理

的あるいは経済的な制約がかかるだけでなく，患

者が時宜を得た形で質の高い診断と治療にアクセ

スすることができるかという問題がある[28]．そこ

で 2005 年 5 月には，がんの予防と対策に関する世

界保健総会決議が採択され，WHO は加盟国に対し

て統計やガイドラインを示しながらも，エビデン

スに基づく予防，早期発見・診断と治療，緩和ケア

を体系的に実施することによってがんの発生，罹

患率，死亡率を引き下げ，患者の生活の質向上を

目指すよう促した[29]．2017 年の世界保健総会決議

では 2005 年の決議を更新し，各国と WHO に取り

組みを促進して SDGs に掲げた目標を達成するよ

う求めた[30]． 

 なお，たばこ，アルコール，がん，脳卒中や糖尿

病といった非感染性疾患については，2011 年，2014

年，2018 年に非感染性疾患の予防と管理にかかる

国連総会ハイレベル会合が開催され，アルコール

有害使用の 10%削減，たばこ使用 30%減少，低身

体活動の 10%減少などといった数値目標を掲げて

取り組んでいる．SDGs においても，予防や治療を

通じて非感染性疾患による死亡を 3 分の 1 に減ら

す目標が掲げられている[31]． 

 HIV/AIDS は，1980 年代前半に患者が発見され

ると，当初は有効な治療法がないなどの理由で脅

威になった．WHO は 1987 年 1 月に特別計画を設

けて感染拡大防止，人や社会への影響低減，世界

の取り組みを促した．1988 年 1 月には世界保健相・

厚生相会議においてロンドン宣言が採択され，世

界エイズ・デー（12 月 1 日）が定められた．さら

なる感染の拡大を受けて WHO をはじめ関連国際

機関そして世界銀行は，経済社会理事会の承認を

経て 1996 年に国連合同エイズ計画（UNAIDS）を

発足させ，新規感染者，エイズ関連死，エイズに関

連して差別を受ける人が減るように，そして感染

は死の宣告ではなく対処可能な慢性的な症状であ

ることを証明・周知するべく，機構間調整と加盟

国の対策強化に取り組んだ[32]．UNAIDS は直接プ

ロジェクトを実施しないものの，各国にエイズ対

策のための技術支援や政策助言を行い，共同スポ

ンサーである各機関が有する資金や専門性，ネッ

トワークの調整と強化に取り組んだ[33]． 

 UNAIDS によれば，HIV/AIDS 対策は MDGs の

目標 6（HIV/AIDS，マラリアその他疾病の蔓延防

止），そして SDGs の目標 3（すべての人に健康と

福祉を），目標 5（ジェンダーの平等），目標 10（不

平等をなくす）に関係しており，予防と治療，差別

の解消，教育・啓発，リプロダクティブ・ヘルス

（性と生殖に関する健康）への取り組みを世界に

促している．UNAIDS 自体も 2016-21 年の戦略に

基づいて 2030 年までに拡大を止めるべく取り組

んでいるが，そのためには検査・診断や治療（抗レ

トロウイルス治療）へのアクセス，新規感染防止

の取り組み（母子感染抑制，リプロダクティブ・ヘ

ルス，家族計画などの教育・啓発活動）などに取り

組む必要があるとされている[34]． 

 ただ，HIV/AIDS に限らず，新たな検査や治療薬・

方法の開発と検証には時間と費用がかかる．その

ため，検査や治療へのアクセス問題は，大きな課

題としてのしかかっている[35]．国連総会では 2008

年以降，グローバル・ヘルスにかかる決議を重ね

ており，WHO も『World Health Report 2010』にお

いて「the path to universal coverage」と UHC にかか

る副題を付して，すべての人の適切な健康増進と

予防，治療，サービス，医薬品へのアクセス確保を

強調，促進している．2012 年の国連総会において

は，国際社会の共通目標として UHC が全会一致で

決議され，2017 年の国連総会では 12 月 12 日が

UHC 国際デーに指定された． 

 なお，医薬品が中低所得国にも購入可能になる

ように，2006 年の国連総会ではチリ，フランス，

ブラジル，ノルウェー，イギリス政府が主導して

UNITAIDを発足させたという事実とその活動内容

は，注目に値する．UNITAID は，HIV/AIDS，マラ

リア，結核に苦しむ人々のために，入手困難な医

薬品や診断技術の価格を供給可能な水準にするべ

く航空券連帯税を通じた資金調達をしている[36]．

また，UNITAID は 2010 年以降医薬品特許プール

を利用して，先進国の企業から許諾を得てジェネ

リック企業が中低所得諸国に安価な医薬品を提供

することができるようにもしている[37]．COVID-19

の渦中にある現在，UNITAID に集まる支援／資金

と活動は，検査や治療のアクセス改善という点で

は注目に値する． 

 

2.5. 新興越境感染症への取り組みをめぐって 

 健康や公衆衛生に対する脅威は，未知の新興感

染症によってももたらされる．グローバル化が進
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んだ現代国際社会では，未知の新興感染症にどの

ように取り組んでいるのか．WHO は憲章第 21 条

に基づいて，伝染病の国際的な感染を防止するた

めの国際衛生規則を別途定めており，1969 年に国

際保健規則（IHR：International Health Regulations）

と改称して運用した．対象は 1973 年，1981 年の改

正を経て黄熱病，コレラ，ペストに限定されてい

るが，これら感染症の発生後 24 時間以内に加盟国

は WHO に報告すること，必要な現地調査団を受

け入れることなどを義務づけている．グローバル

化の進展を受けて，1995 年の世界保健総会では

WHO 事務局長に対して IHR の改正が要請された

が，改正には 2005 年まで待たねばならなかった[38]． 

 2002 年末から翌年にかけて，未知の肺炎様感染

症が中国広東省で発生，香港，ベトナム，シンガポ

ール，台湾，カナダなどに拡大した．3 月には WHO

が重症急性呼吸器症候群（SARS）と名づけて世界

規模の公衆衛生上の脅威だと認定，サーベイラン

スと情報提供を実施し，広東省や香港への渡航自

粛勧告を出した．カナダ（トロント）にも渡航自粛

勧告（渡航延期勧告）を出したが，経済への影響を

懸念したカナダから批判されて解除している．

WHO は 7 月に流行終息を宣言したが，この間 30

以上の国で約 8000 人が感染，約 800 人が亡くなっ

たとされ，未知／新興の感染症に対する世界の脆

弱さが明らかになった．ブルントラント WHO 事

務局長（当時）は，IHR 上は要通報感染症ではな

かったとはいえ，自発的な報告が遅れた中国を批

判した．またカナダをめぐる顛末で，WHO は移動

抑制と経済活動とのジレンマにも立たされた[39]．

この年の国際保健総会決議は IHR の改正を勧告，

2005 年度の総会で改正案が採択され，2007 年 6 月

に改正規則（IHR2005）が発効した． 

 IHR2005 は規則の対象を黄熱病，コレラ，ペス

トに限定せず「原因を問わず，国際的に公衆衛生

上の脅威となりうる，あらゆる健康被害事象」に

拡大し，（同時多発テロ事件後のテロの脅威を想定

して）テロや不慮の事故で漏出した化学物質，放

射性物質による疾病の集団発生なども対象にした．

そうした事案は 24 時間以内に WHO へ報告するこ

とが求められただけでなく，自国領域内で発生し

た事象にとどまらず疾病の国際的な拡大をもたら

すおそれのある証拠を受領した場合にも同様の報

告が求められた．WHO は各国との連携によって得

られた感染情報について当該国に照会することが

でき，当該国は 24 時間以内に反応しなければなら

なくなった．各国には WHO との連絡担当窓口

（focal point）の整備やサーベイランスと対応準備

が求められるなど，IHR2005 はかなりの程度発生

国によるコミットメントを求めるものになった． 

 一方，国際的な対応を要すると認定されるには，

科学的根拠に基づいて WHO 事務局長が「国際的

に懸念される公衆衛生上の緊急事態」（PHEIC: 

Public Health Emergency of International Concern）だ

と認定しなければならない．PHEIC だと認定され

ると，「国際交通および取引に対する不要な阻害を

回避し，公衆衛生リスクに応じて，それに限定し

た方法で，疾病の国際的拡大を阻止し，防護し，管

理し，およびそのための公衆衛生対策を提供する

（第 2 条）」[40]よう，感染拡大防止策が取られる．

WHO 事務局長は，PHEIC 下で加盟国が実施すべ

き措置に関する暫定的および恒常的な勧告を出す

ことができる．IHR2005 はまた，国連，ILO，FAO，

IAEA，IMO など関係機関とも連携・調整を行うよ

う定めた． 

 ところが，その後も世界は感染症の拡大にみま

われた．2009 年 4 月以降，メキシコで発見された

原因不明の呼吸器感染症（H1N1 型の新型豚インフ

ルエンザ）がアメリカでも発見されると，メキシ

コの通知に基づいて 4 月下旬には WHO が PHEIC

を宣言した．その後もヒト―ヒト感染が発生，ヨ

ーロッパ大陸などでも患者が発見されるなどした

が，その過程で IHR2005 の定めに反してロシアが

メキシコ産ならびにアメリカ一部州産の食肉輸入

を禁止し，中国やフィリピン，ニカラグアが豚の

輸入を禁止するなど，渡航制限，検疫，輸入禁止を

実施する国が見られた[41]． 

 2014 年には，西アフリカで流行したエボラ出血

熱への対応に追われた．2013 年末にギニアで初の

患者が確認されその後集団感染が発生したが，翌

年の 5 月までにはギニアのみならずリベリア，シ

エラレオネなどで流行が報告され，最終的には各

国で非常事態宣言が発出されるに至った．その頃

には 900 名近い死者が出ており，WHO は 8 月に開

催した緊急委員会において PHEIC を宣言し，9 月

に開催された国連総会では「国連エボラ緊急対応

ミッション（UNMEER）」が設立された．WHO が

IHR2005 に基づいて旅行や貿易の禁止をしないよ

う促したにもかかわらず，また，国連安保理決議

2177（9 月）が当該事象を「国際平和および安全に
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対する脅威」だとみなした上で流行国諸国に対す

る移動制限や貿易制限がもたらす悪影響への懸念

を表明したにもかかわらず，周辺国は感染者発生

国からの人や物品の移動を陸路，海路，空路と禁

止した（既に実施している措置を継続した）[42]．

10 月にはアメリカやスペインでも感染が確認され，

WHO もヨーロッパでの感染拡大は避けられない

と言及するに至り，アメリカやカナダ，オースト

ラリアが感染発生国からの入国空港指定や渡航制

限を実施した[43]． 

 そして 2020 年には，COVID-19 が世界に拡大し

た．2019 年 12 月，中国湖北省武漢市で非定型肺炎

患者が発生した．感染症をモニタリングする

ProMEDの情報を 12月 31日に把握したWHOは，

2020 年年始に中国に情報提供を要請，中国当局は

1 月 3 日に原因不明のウイルス性肺炎だと情報提

供した．WHO は PHEIC を宣言すべきか否かを判

断するために 1 月 22 日に IHR2005 に基づき緊急

委員会を招集したが，この時には PHEIC 発出には

至らなかった[44]．ところが 1 月 30 日に開かれた

IHR 緊急委員会では，その助言を受けて WHO 事

務局長が PHEIC を発表した[45]．ただ WHO は，貿

易や人の移動の制限を推奨しないと述べており，

その後パンデミックを宣言するまで移動，流通，

旅行の制限を推奨することには消極的だった[46]． 

 とはいえ，1 月 31 日時点でイタリアは非常事態

宣言を出しており（次節を参照），2 月 13 日には集

計方法の変更により中国の感染者数が激増，日本

でも 2 月 14 には渡航中止勧告が出て，感染者が出

た日本や韓国への渡航中止勧告や注意情報も出る

ようになった．3 月上旬にはアメリカロサンゼル

ス郡，ニューヨーク州が非常事態宣言を出し，イ

タリアは 3 月から月末にかけて都市封鎖が全土封

鎖へと移行した．こうしたなか，WHO 事務局長は

3 月 11 日になって，それまでの発言を翻してパン

デミックに至っているとの認識を表明した． 

 WHO が中国に情報提供を要請した時には既に

感染が拡大していた可能性があること，事務局長

が発すべき PHEICが遅れて結果として欧米に感染

が拡大したことから，WHO 改革が叫ばれるに至っ

た．トランプ米大統領（当時）は 4 月に WHO が

中国寄りだったと指摘して資金拠出を停止すると

発表，その後 7 月初旬には脱退を通告した．モリ

ソン豪首相は 4 月に WHO のガバナンス改革を提

案し，今回の対応に関する独立調査を求めた[47]．

ブルントラント元 WHO 事務局長は，WHO が感染

拡大初期に渡航制限を推奨しなかったことを指摘

して，IHR2005 の見直しに言及した[48]．感染拡大

を許してしまった現在となっては，各国は治療と

ワクチン開発と供給，そして経済社会の立て直し

という多方面への対応を迫られている． 

 

2.6. 考察 

 越境感染症対策から始まった世界の公衆衛生へ

の取り組みは，国際連盟時代から健康を多面的に

捉えた多様な取り組みを展開するようになった．

健康を権利だと位置づけた WHO の下で，その取

り組みはさらに多岐にわたった．既知の感染症や

栄養問題などは途上国支援の側面をもち，他の国

際機構や民間団体との連携や資金拠出を通じて課

題に取り組んだ．だからといって WHO のはたら

きは先進国に無関係だった訳ではなく，先進国も

生活習慣病をはじめとする非感染症対策，

HIV/AIDS への取り組みでは恩恵を受けた．近年で

は医療へのアクセス格差解消も取り上げられ，健

康が人の権利であるという考え方のもと，「平時」

の公衆衛生，健康や保健の問題については，国際

機構が多様な行為主体による問題管理，グローバ

ルな問題管理（ガバナンス）を機能させている． 

 ただ，国際社会がそもそも国際的な公衆衛生に

取り組むきっかけとなった「有事」の越境感染症

対策は，WHO 創設後も，そして今世紀に幾度かの

新興感染症にみまわれた後も，旧態依然としてい

た．すなわち，人の移動や交易・貿易を優先する

か，はたまた防疫を優先するかといった論理でし

か判断と検討そして検証がなされないまま，今日

に至っている． 

 ところが現代，とりわけ 21 世紀のグローバル化

は，人，モノそれぞれに移動速度が段違いに早い．

それに，そのグローバル経済においては，21 世紀

の新興感染症発生の「震源地」に度々なった中国

に起因する労働力移動や製品・原材料移動が顕著

になってきている．その人口と経済規模を考慮す

ると，同じグローバル化といってもそれまでの欧

米中心の労働力や製品の移動の量・質とは様相を

異にする．新興感染症の拡大が経済に大きな影を

落とし，それが前段落で総括したような平時の保

健衛生，とりわけ途上国の保健衛生にも影響を与

えることを考慮すると，あくまで加盟国が調印し

それに基づいて WHO が判断，行動するという
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IHR2005 については，WHO はもちろんだがそれ以

上に加盟国の努力——たとえば規定を現代のグロ

ーバル化の実態に合わせて改正し，それを構成国

が遵守するといった加盟国によるコミットメント

——が必要であろう． 

 

３． EU の取り組み 

3.1. EU の保健，公衆衛生政策 

 健康，保健，公衆衛生は，元来，加盟国が権限を

もつ政策領域である．ただ，HIV/AIDS や生活習慣

病などがヨーロッパにおける重要な社会問題とし

て取りざたされるようになると，EU に任せた方が

有意義な場合，あるいは問題に越境的な側面があ

る場合には，EU が関わるようになった．EU はそ

の基本条約にて EU の所管領域と権限，運営方法

を定めているが，そこに「公衆衛生（Public Health）」

の条項が設けられたのは 1990 年代に更改された

マーストリヒト条約（1993 年発効）からである．

マーストリヒト条約は，高水準の健康保護を保証

するために EU が加盟国間の協力を促す，必要な

らば加盟国の行動を支援すると定めた．EU は疾病

の予防，薬品依存を含めた健康上の惨劇の予防，

研究，教育・啓発といった領域に取り組み，EU と

加盟国で第三国そして関係する国際組織との協力

も進めると定められた．その後，8 つのアクショ

ン・プログラムが採択され，がんとのたたかい，

HIV/AIDS，伝染病対策（予防），薬物依存にかかる

取り組みなどが個別に進められた[49]． 

 1996 年に WHO とイギリス政府が BSE（牛海綿

状脳症）の人への感染を報告すると，ヨーロッパ

では公衆衛生上の危機感が高まった．マーストリ

ヒト条約を更改したアムステルダム条約（1997 年

調印，1999 年発効）では，共同体のあらゆる政策

と活動の定義・実践において高レベルの人間の健

康保護を保証すると定められ，人間の器官や血液

およびその派生物の質と安全に関する基準設定や，

家畜および植物衛生にかかる措置が明記された

（第 152 条）．1998 年には，疫学サーベイランスお

よび伝染病管理のためのネットワーク構築を定め

た「決定 2119/98」が採択された[50]．SARS 流行後

の 2004 年には，1990 年代に設置された欧州医薬

品審査庁が医薬品や医療機器などの審査，承認，

安全対策，健康被害救済などを担うことができる

ように欧州医薬品庁（EMA: European Medicines 

Agency）へと改組され，2005 年には EU 域内の感

染症の監視と情報収集，対応を担う欧州疾病予防

管理センター（ECDC: European Centre for Disease 

Prevention and Control）が設立された． 

 制度だけではなく財政的な枠組みも準備された．

2003 年から 2007 年（第 1 次：3.1 億ユーロ），2008

年から 2013 年（第 2 次：3.2 億ユーロ），2014 年か

ら 2020 年（第 3 次：4.4 億ユーロ）と，3 次にわた

って公衆衛生にかかる EU 行動プログラムが策定

された[51]．プログラムは，保健衛生政策，市民へ

の保健医療の提供は加盟国の責務（権限）だとし

ながらも，EU は加盟国単独では効果の出ない分野

や EUレベルの協調が不可欠な分野に取り組んだ．

特に，東欧諸国の EU 加盟後に策定された第 2 次

プログラムでは，国境を越える健康上の脅威に配

慮して EU レベルでモニタリング，早期警戒と対

応にあたるべきだと強調されただけでなく，EU 内

の健康にかかる不均衡（格差）に取り組むことも

表明した．また，少子高齢化といった人口動態の

変化も考慮し，人々が健康に年齢を重ねることを

支援することになった[52]． 

 第 3 次プログラムでは，「Health for Growth」と

副題に表記された通り，EU の経済成長戦略である

「欧州 2020」との関連が意識され，社会包摂的な

経済成長，健康の不均衡を減らすことを明記，人々

の生活の質（QOL）に肯定的なインパクトをもた

らし生産性や競争力にも影響を与えるようにしな

がらも，金融・債務危機後に財政安定が強調され

ていることに配慮して国の予算に圧力を与えない

ようにすることが定められた．このプログラムは，

WHO 憲章における健康の定義に即して人生を心

身ともに良い状態で過ごすことが重要だと位置づ

け，それゆえ生活習慣病も含めた非感染症対策も

取り組みの対象に位置づけた．健康増進と疾病予

防のためにたばこ，薬物，アルコールのリスクを

扱う加盟国それぞれの「良い実践例（グッドプラ

クティス，ベストプラクティス）」や情報を加盟国

が互いに交換すること，市民が越境の健康脅威か

ら守られるように迅速に調整された対応をするこ

と，健康部門の能力開発を助ける（イノベーショ

ンや医療システムの持続可能性を支える）こと，

質の高い安全なセルフケアへのアクセスを改善す

ることが目指された．さらにプログラムでは EU内

格差も意識され，GNI が EU 平均の 90%に満たな

い加盟国に対して積極的な関与を促しており，そ

うした加盟国が効果的に公衆衛生に取り組むこと
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ができるよう，加盟国担当省庁や連絡機関との関

係構築に取り組み，金銭支援が関わるプログラム

であるがゆえに中間評価や汚職対策などのガバナ

ンスも検証すると定めた[53]． 

 2009 年に発効した改正基本条約（リスボン条約）

では，公衆衛生の規定を従来よりも細かく定めて

身体的および精神的な疾病防止に取り組むこと，

健康を害する危険の源泉除去に取り組むこと，公

衆衛生の改善に取り組むことを明記した．また，

国境を越える健康の脅威に対する監視と早期警戒，

薬物関連の健康被害の除去，たばことアルコール

問題に取り組むことも条文中に明記されるに至っ

た（機能条約第 168 条）． 

 越境感染症対策も，世界情勢に合わせて段階的

に整備された．1998 年に「決定 2119/98」を定めた

（前出）後，世界は同時多発テロ，そして SARS や

新型インフルエンザなどの感染症拡大を経験した．

こうした経験を踏まえて，ECDC（前出）が創設さ

れ，「決定 2119/98」を改正するルールも 2013 年に

策定された．その改正ルール「決定 1082/2013」[54]

では疫学的なサーベイランスやモニタリング，早

期警戒のために，EU 特に ECDC が加盟国間の協

力と調整を支援することが定められた．また，伝

染病だけでなく，抗菌剤抵抗性をもつ疾病や化学

物質，未知の脅威も当該ルールの対象に含まれ，

ワクチンや薬品の共同調達，疫学サーベイランス

やモニタリング，早期警戒システム，加盟国が情

報交換する委員会を創設することが定められた．

当該ルールが EU の基本原則，たとえば人の越境

移動や交易の制限となってはならないと定めてい

たこと，共同調達も人，モノ，サービス，資本の 4

つの自由移動を原理とする EU 域内市場に影響を

与えてはならず，競争も歪めてはならないと定め

ていたことは，COVID-19 の顛末との関係では興味

深い．なお，この手続きは定期的に見直されるこ

とになっており，2015 年の見直しの際には前年ま

でに脅威となっていたエボラ出血熱への対応を検

証した結果，国境を越えた公衆衛生上の危機に対

する緊急対応は順調に進んだと評価されていた．

これも COVID-19 の顛末との関係では——つまり，

当時の評価がもろくも崩れさるところは——注目

すべきところである． 

 このように，COVID -19 流行前には，EU はそれ

なりに健康増進，非感染症対策を発展させて，が

んやたばこ，アルコールや薬物対策を権限の範囲

で取りまとめ，HIV/AIDS 対策にも取り組み，越境

感染症対策も運用していた．ところが COVID-19

は，WHO で公衆衛生上の危機だと認定された頃に

はヨーロッパに浸透，拡大してしまっており，EU

内の感染拡大に歯止めがかからなくなった．こう

なると，早期警戒，感染予防，検疫というより，治

療と社会への影響の抑止，その際の加盟国間の融

通と便宜供与，そして打撃を受けた経済・社会の

復興支援——つまりは多額の資金援助——が対応

成否のカギになってしまった． 

 

3.2. EU と COVID-19 

 2019 年 12 月，中国湖北省武漢市で非定型肺炎

患者が発生，拡大していた．世界規模で感染症の

発生と伝播をモニタリングする ProMED から当該

肺炎関連情報を 12 月 31 日に得た WHO は，2020

年 1 月 1 日に中国に対して情報提供を要請，中国

当局は 1 月 3 日に原因不明のウイルス性肺炎だと

情報提供した．WHO は 1 月 22 日に IHR2005 に基

づき緊急委員会を招集して公衆衛生上の緊急事態

（PHEIC）を宣言すべきかを検討したが，この時に

は PHEIC 発出には至らなかった[55]．この段階では，

EU は「EU 市民保護メカニズム」発動による中国

への支援物資提供や中国や日本（ダイヤモンド・

プリンセス号）などからの EU 加盟国市民の帰還

支援に従事しており，域内での感染者は確認され

ていなかった[56]． 

 ところが 1 月末になると，事態が急展開した．

30日に再度開催された IHR緊急委員会の助言を受

けて，WHO 事務局長が PHEIC を発表したのであ

る（詳細については前節も参照）[57]．ただ，WHO

は貿易や人の移動の制限を推奨しないとしており，

その後 3 月にパンデミックを宣言するまでは，移

動，流通，旅行の制限を推奨することには消極的

だった[58]．その頃 EU では，1 月末にイタリアで中

国人観光客からの感染発覚を発端に感染者数が増

加，非常事態宣言が発令されるに至ると，その後

は EU 内部でも感染が急拡大した．2 月末から 3 月

初旬にかけてはフランス，ドイツ，スペインから

も感染者が報告されるようになり，3 月末には感

染報告数においてアメリカ，イタリア，スペイン

が中国を上回り，ドイツ，フランス，イギリスも中

国に迫った[59]．欧州委員会は 3 月 2 日に経済，運

輸，内務，保健・食品安全，危機管理担当の委員に

よる対策本部を設置，専用サイトを通じた情報提
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供を始めた[60]． 

 WHO がパンデミックを宣言した 3 月 11 日にな

ると，ドイツ政府は，市民の EU 域内自由移動を認

めたシェンゲン協定を一時的に停止して隣接する

国との間の国境管理を復活させると発表し，スペ

インもこれに続いた．EU 首脳会議が 3 月 17 日に

開催されたものの，域内の自由移動を維持しよう

とする立場が国境管理の復活を望む立場を克服す

るには至らず，域外からの流入も 30 日間原則禁止

とすることになった[61]．一連の措置は，感染状況

の悪化を受けて，域内については 6 月 15 日まで，

域外については 7 月 1 日まで解除されない事態と

なった[62]． 

 こうして進んだ移動の抑止や都市封鎖は，一部

の加盟国が依拠している観光業だけでなく，食品

や生活必需品の生産，流通，供給にも影響した．そ

のため EU は，医療体制維持のための備品や物資

の供給確保，運輸システムやサプライチェーン対

策，単一市場の維持，雇用や所得への影響を回避

するための市民への支援，流動性確保，国家補助

も視野に入れた企業（中小企業）支援といった諸

対策を講じることを発表した[63]．これを受けて，

EU は金銭面の支援として「コロナウイルス対策投

資イニシアチブ」を導入，地域間格差対策のため

に実施されている結束政策から資金を充当するこ

とを提案した．ECB（欧州中央銀行）も反応した．

ECB はユーロ圏に対して，金融支援計画，国債や

社債の購入，低金利の維持，企業や世帯向け融資

条件の緩和，銀行の融資可能能力拡大などに取り

組んだ[64]．また，コロナ危機において政府による

財政出動を可能にするために，EU（とりわけユー

ロ圏において）過度の財政赤字を禁じた安定・成

長協定の免責条項を発動することも決められた[65]． 

 この後，より大規模な支援策が検討された．4 月

に開かれたユーロ圏（ユーロ参加国）の財務相会

合では，総額 5400 億ユーロの緊急支援が決定した．

この 5400 億ユーロの支援は，欧州投資銀行（EIB）

を通じた中小企業向けの支援，欧州安定メカニズ

ム（ESM）を用いた国家予算・財政・経済改革支

援，失業や企業破綻のリスクを緩和するための一

時支援策（SURE）で構成された[66]．ただ，別途イ

タリアやスペイン，フランスが提案し続けてきた

コロナ共同債発行による復興資金充当案をめぐっ

ては，合意に到達することができなかった．比較

的財政が健全なオランダ，オーストリア，デンマ

ーク，スウェーデン，ドイツなどと，実際には共同

債で支援を受ける側になる南の加盟国との間で立

場の溝が埋まらなかったためである． 

 5 月には都市封鎖（ロックダウン）を解除する加

盟国が増え，経済再開に政策の軸足が向きつつあ

った．ただ，人の移動をともなう旅行・観光業につ

いては，旅行者と従業員双方の安全を確保した上

での交通機関の再開，関連産業での健康管理基準

などといったガイドラインが設けられた[67]． 

 春以降は，2020 年が EU の現行の多年次予算の

終了年だったこともあり，次期多年次予算の提案

と審議が予定されていた．そのため，そうした場

面においても支援策が議論された．5 月，EU レベ

ルの政策を提案する欧州委員会は，次期（2021〜

2027 年）多年次予算を検討するために，総額 1.1 兆

ユーロ規模の財政枠組に，7500 億ユーロ（返済不

要の補助金 3,900 億ユーロ，ならびに返済を要す

る融資 3,600 億ユーロで構成）の復興基金「次世代

の EU（NGEU: Next Generation EU）」を加えた予算

計画を提案した[68]．NGEU の原資は EU の起債に

より市場から調達され，環境やデジタル化といっ

た EU が目指す「グリーン・ディール」に即した分

野に用いられることでコロナ禍からの回復とその

後の経済成長と持続可能な社会を目指していた[69]．

正規の欧州理事会（首脳会議）では決着がつかな

かったため 7 月 17-21 日に開催された特別欧州理

事会（首脳会議）では，予定だった 2 日の会期を

超える 5 日に及ぶ協議の末，7,500 億ユーロの復興

基金 NGEU と 1 兆 743 億ユーロの次期多年次予算

が首脳間で承認された．NGEU については，コロ

ナ禍で打撃を受けた加盟国が対象になるため，そ

の原資となる債券のありようをめぐる北部の加盟

国と南側の加盟国の意見対立が大きかったが，5 月

以降，中核国である独仏首脳が歩み寄ることで実

現に至った[70]． 

 予算措置以外の対応も進んだ．6 月上旬には重

要な医薬品や医療機器の備蓄，ワクチンや治療薬

の研究開発促進，製造・調達協力を進めることが

検討された．また，コロナ禍においては小売業や

外食産業，青果業などの影響も非常に大きかった．

そのため 6 月下旬には，加盟国代表が集まる理事

会において生産者や農畜産物の加工，販売等を行

う（中小）事業者への支援を決定した[71]．10 月 13

日には，各国首脳が集まる EU 理事会にて，加盟国

が EU の人の移動に対して入国制限を行う場合の
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共通の基準を定めた勧告が採択された．EU の根幹

ルールである人の自由移動を維持するために，入

国制限は公衆衛生の保全目的に限って最小限度に

抑えることなどを定めた．とりわけ，移動制限を

設ける場合に 14 日間の 10 万人当たりの新規感染

者数の合計，7 日間に実施された検査結果での陽

性反応の割合など，数値基準を設けた[72]． 

 そうして 11 月には，EU は越境感染症対策のル

ール改正に及び得る取り組みに着手した．11 月 10

日，欧州委員会は保健衛生分野における EU の取

り組みを強化する「欧州保健同盟（European Health 

Union）」の創設に向けた提案を発表した[73]．この

案は，国境を越えた保健衛生上の脅威に対応する

現行規則の改正案，欧州医薬品庁（EMA）と欧州

疾病予防管理センター（ECDC）の機能を強化する

案を盛り込んだものだった．新型コロナウイルス

の感染拡大の初期において，加盟国が域内国境検

査の再導入など一方的な措置を講じたことにより，

物や人の自由移動を保証する EU 単一市場に大き

な混乱が生じた．そのため EU レベルでの効果的

な対策を取ることができなかったと考えた EUは，

EU と加盟国との協力体制を向上させようとして

いる． 

 12 月 10 日には首脳会議が開催され，コロナ禍

からの経済の再生のための復興基金と中期予算の

計約 1 兆 8000 億ユーロ（上述）が，それまで予算

枠組に「法の支配」の条件を付すことに反発して

予算案承認を拒否してきたハンガリーとポーラン

ドが妥協に応じたことにより，最終承認された． 

 なお，上記のような EU の取り組みの展開のな

かで，EU は 10 月 30 日，保健相のビデオ（オンラ

イン）会合にて，WHO が感染症のパンデミックに

即応できるように権限を強化する必要があるとの

見解を示した[74]．これを踏まえて 11 月 6 日には加

盟国代表が集う理事会において結論文書が採択さ

れ，EU 加盟国がグローバルな健康上の安全と

WHO 強化のために主導的な役割を果たすと表明

した．文書は WHO 構成国の期待と実際の WHO の

能力の差に取り組む必要があること，PHEIC 発令

に至るアラート・システムの見直しや高リスク地

域における独立調査実施の可能性模索，WHO 構成

国の IHR 遵守状況の透明性向上といった IHR の改

正にも言及した．さらには，強化された ECDC と

WHO の協力強化も強調した[75]． 

 

3.3. COVID-19 後の EU の取り組みへ 

 このように，EU と加盟国は打撃を受けた経済の

回復，そして EU の公衆衛生政策の見直しを進め

ている．2020 年現在，第 4 次 EU 保健プログラム

「EU4Health 2021-2027」が策定されているため[76]，

今後当該プログラムに即した取り組みが本格化す

る．「EU4Health」は，COVID-19 が医療関係者，患

者，保健システムに多大な影響を与えたことを考

慮し，過去のプログラムの額を大幅に超える総額

51 億ユーロを準備し，加盟国，保健組織や NGO に

資金を提供して，主に（ア）医療必需品の確保，域

内に派遣可能なスタッフや専門家の確保，健康上

の脅威に対するサーベイランスなど，国境を越え

た健康上の脅威に対する準備を高めること，（イ）

高齢者の疾病予防と健康促進，保健システムのデ

ジタル化，脆弱なグループのためのヘルスケアへ

のアクセス確保などを通じて保健システムを強化

して短期の感染爆発や長期の挑戦に直面できるよ

うにすること，（ウ）医薬品と治療にアクセスでき

るよう，そして金銭的に利用可能なようにし，医

薬的な革新とより環境に良い製造・生産とを促す

こと，に取り組む．もちろん，従来のプログラムが

取り組んできたがんとのたたかい，薬剤耐性の感

染数の減少，ワクチン接種率の上昇にも取り組み，

症例が少ない症状や高度な技術を要する治療につ

いては欧州レファレンス・ネットワークを活用し

た議論や情報交換を促す[77]． 

 そのような性質をもつ「EU4Health」であるがゆ

えに，社会的に脆弱なグループに対する支援は「欧

州社会基金プラス」を通じて，地域の保健インフ

ラに対しては「欧州地域開発基金」を通じて，保健

関係の研究促進には「Horizon Europe」の資金を通

じて，緊急医療必需品関連については「市民保護

メカニズム（rescEU）」を通じて，情報収集や共有

にかかることについては「Digital Europe」を通じて

など，EU が既に有するプロジェクトと関連づけて

進められている[78]． 

 感染症対策スキーム自体も修正されつつある．

欧州委員会が発表した欧州健康同盟構想では，国

境を越えた健康上の脅威への対応力と回復力を高

めるよう促した．とりわけ，これまで適用された

ルール（決定 1082/2013）は加盟国の情報交換を促

してきたものの，時宜を得てなおかつ共通に EUレ

ベルの対応を進めることには繋がらなかったし，

結束したリスクコミュニケーションも保証されな
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かったという．これがパンデミックに取り組む際

の障害になると位置づけた EU は，WHO の PHEIC

に付随せずとも EU 独自に緊急事態に取り組める

ようにしようとしている．また，医薬品やワクチ

ンの備蓄，生産，開発，調達，また診療や，保護設

備，医療機器といった医療対応能力の拡充にも取

り組む[79]． 

 

3.4. 考察 

 EU は条約で定められた範囲と権限で公衆衛生

への取り組みを発展させてきた．市民の健康を守

るための非感染性対策，とりわけがんやアルコー

ル，たばこへの取り組みは，EU の政策として基本

条約の条文に記載されるまでに至った．越境感染

症対策のルールも EU レベルで定めており，有事

の際にはそのルールを用いて加盟国で協力して対

処するはずであった． 

 だが，COVID-19 は EU の域外から流入した．

WHO による判断を待っている間に域外からの感

染症流入と拡大を許した形になり，EU が設けた有

事のしくみは機能しなかった．そこに加えて，EU

がそもそも国境を越えた人の移動や経済活動を是

とするという事実が，COVID-19 のケースでは不運

に作用した．感染者数が中国のそれを追い抜く頃

になってようやく WHO によるパンデミック宣言

が出て域内では国境封鎖が行われたが，加盟国へ

の人的，経済・社会的な打撃はあまりにも大きか

った．諸機関そして EU の多年次予算から復興に

かかる資金を拠出することにした EU だが，元々

EU の財源は EU 全体の GNI の 1%程度と，加盟国

が国内対策として動員することができる財源規模

に比べると少ない． 

 そのような財源の確保にしても，その後の経済

回復にしても，EU 経済のグリーン化やデジタル化

といった新たな経済による経済成長と雇用増大の

成否が今後のカギになる[80]．というのも，新たな

産業，高度な技術を要する産業が EU の公衆衛生

政策（例：医療の高度化）には不可欠であり，また

復興にあたって充当される起債や基金の原資を将

来的に確保することができるかどうかは，EU 経済

の回復と成長にかかっているからである． 

 また，COVID-19 が与えた影響は加盟国の経済状

況によって異なった．（WHO との比較でいえば）

EU 加盟国の間ですら経済そして医療の格差（不均

衡）が存在し，COVID-19 下においては，10 年ほ

ど前の欧州債務危機と同様，南欧諸国がまず大き

な打撃を受けた．医療体制，公衆衛生上の脆弱性

もさることながら，観光・旅行業に依存した経済，

医療体制をはじめとする国内の公衆衛生のありよ

う，予算や財政などにおける脆弱性は，南欧諸国

そして東欧諸国の EU 加盟後，なかなか改善され

ていない．加盟国間にいまだに残る経済・医療格

差にも取り組まなければ，新たな感染症が拡大し

た場合には今回同様，打撃を受ける加盟国が出て

しまう．域内市場を支える人やモノ，サービス，資

本の自由移動をうたう EU にとって，新規感染症

の打撃に地域差・格差が生じることは好ましいこ

とではない．EU 市民に対する意識調査を実施する

ユーロバロメーターでは，2010 年以降の調査結果

がないものの，2010 年の時点ではバルト三国やギ

リシャ，イタリア，ポルトガルなどで 40%から 50%

の市民が「政府だけでなく EU と合同で健康や社

会福祉に取り組んで欲しい」と返答している．こ

うしたニーズにどのように取り組むか，EU の南北

あるいは東西を問わず新たな経済への転換の取り

組みをどこまで促すことができるかが，EU 内に存

在する脆弱性克服のためにも問われる． 

 

４． おわりに 

 国際社会における平時の公衆衛生政策は，健康

が権利であるとの着想に基づいて発展した．WHO

は多様なアクターと連携して多岐にわたるトピッ

クに取り組み，EU はそうした取り組みに合わせる

かのように，EU が取り組む余地（権限）の範囲で

加盟国の取り組みを促した．だが有事の対応，す

なわち新興越境感染症対策は，国際条約（EU の場

合は決定という二次法）という形で定められてお

り，第一義的には加盟国の実践（遵守と導入）とそ

ちらへと促す国際機構の行動が不可欠だったが，

そのようにはならなかった．WHO は IHR2005 を，

EU は決定 1082/2013 を有していたが，いずれも

COVID-19 感染拡大防止には寄与しなかった．人の

移動や交易に影響を与えないで感染拡大防止に取

り組むという理屈は現実には通らず，人，モノ，サ

ービス，資本の自由移動を掲げる EUにあっては，

当初の感染発生・拡大国と距離があったにもかか

わらず，感染の浸透を許す結果となった． 

 有事の公衆衛生すなわち新興越境感染症対策の

破綻は，平時の公衆衛生にも打撃を与えるという

意味で，大きな問題であった．WHO 加盟国に比べ



 
人間生活文化研究 Int J Hum Cult Stud. No.31 2021 

［査読無し］ 
 

国際公衆衛生分野のグローバル・ガバナンスにおける国際機構：WHO と EU 137 
 

て比較的経済社会が収斂しているように見受けら

れる EU 加盟国の間ですら，社会経済，公衆衛生上

の格差が存在しており，それが COVID-19 による

打撃を大きくした．復興のために EU はさらに大

きな支援を準備したが，予算成立までの顛末に垣

間見られたように，支援を提供することになる加

盟国と支援を受けることになる加盟国との間の結

束が必要であると同時に，今後のデジタルならび

にグリーン分野の発展については「後がなくなる

（必ず成功させねばならなくなる）」形となった． 

 有事の公衆衛生に失敗すれば平時の取り組みが

後退するとなれば，有事の対応の改善が不可避で

ある．ただ，IHR2005 も EU の決定 1082/2003 も，

これまで移動や貿易を防疫以上に重視した（せざ

るを得なかった）結果，現状に陥っている．「人の

移動と貿易か，あるいは防疫か」という二項対立

は，19 世紀末から 20 世紀初頭の越境感染症対策

から進展していない．そこから 1 世紀以上が過ぎ，

さらに 21 世紀となってグローバル経済は進み，人

口と経済規模が大きくそれゆえグローバル・サプ

ライチェーンと人の移動（労働力移動）にも影響

を与えている中国の動向を無視できなくなり，そ

の中国を発生源とする新興感染症が 21 世紀に

度々発生する現代において，貿易か防疫かのみし

か判断基準をもたない対策枠組みでは機能しない．

今ひとつ判断基準というか，判断を支える論理・

理屈が必要になる． 

 EU が新興感染症対策において WHO と連携し，

今後の展開次第によっては WHO による発出を待

たずに越境感染症対策を発動する可能性もあるな

か，環境問題では適用されており EU の政策にお

いても採用されている「予防原則」――すなわち，

人の健康や環境に不可逆的なリスクがあると予想

される場合には，科学的な不確実性をもって悪化

防止のための費用対効果の高い措置を実施しない

（延期する）理由にはしないという規制思考――

を採用する可能性はなかろうか[81]．本論で度々言

及したブルントラント元 WHO 事務局長は，元々

環境分野において活躍しており（環境と開発に関

する世界委員会．別称「ブルントラント委員会」），

それゆえ本論で紹介した通り SARS の際には渡航

制限を巡ってカナダと意見を異にし，今回の

COVID-19 においては IHR2005 の改正に言及して

いる．予防原則の発想が今後の EU あるいは WHO

の動向に反映される可能性については，今後の研

究課題としたい． 
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Abstract 

This paper examines the way of “global governance” promoted by international organizations in the field of 

public health, by focusing on how WHO and the European Union have tackled with public health issues. The 

COVID-19 pandemic triggered a doubt on the leadership of WHO in the emergency of international public health, 

and it also triggered a criticism on WHO. However, international organizations usually have restricted power and 

financial resources, and “global governance” does not indicate a situation that a sole actor controls and governs 

international problem and concern. We need to consider international organizations in a broad context of the 

development of global governance in the field of international public health when we examine/evaluate the role 

of international organizations in the time of COVID-19 pandemic. 

This paper exhibits that WHO has broadened the issues and topics and has also developed collaborations 

between non-state actors to tackle with such issues and topics in times of peace. But, in times of emergency, the 

international health regulation (IHR), but not WHO itself, could not overcome its old-fashioned regulatory 

concepts of “Trade/movement or quarantine”, although the speed and amounts of trade as well as travel/migration 

have drastically changed after the rising of Chinese economy in the 21st century. The European Union’s case also 

exhibits that the EU has successfully developed its policy framework in the field of public health in times of peace, 

but that such policy framework is vulnerable to an emergency, especially the emergency that attributes to external 

incidents. When the EU was confronted with public health emergency from the outside, its internal market, where 

free movement of persons, goods, services and capitals are assured, was hardly maintained. 

WHO and the EU have prepared its regulations for the emergency of public health, but they are international 

law/agreements that require member states’ ratifications as well as implementation/compliance. When we want 

to reform the current political arrangement on the emergency of international public health, we must talk much 

about such regulation, rather than international organization itself, and such talks and examinations focus on 

member states’ readiness and implementation/compliance rather than leadership of international organizations. 
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